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木津川市国民健康保険運営協議会  

 

会 議 名 令和５年度第２回木津川市国民健康保険運営協議会 

日 時 
令和５年１１月９日(木) 

  午後２時から午後３時３０分 
場 所 

木津川市役所 

第２北別館 ２階会議室 

出席者 

 

 

委員 

■：出席 

□:欠席 

１号委員 

（被保険者代表） 

■石﨑美保 委員、■藤井千賀 委員、■尾﨑田鶴 委員 

□林 直  委員、■村上惠子 委員、■大村元昭 委員 

２号委員 

(保険医・保険薬剤師代表) 

■飯田泰啓 委員、■吉村 陽 委員、■若菜和雄 委員 

■渡邉誠之 委員、■内藤邦夫 委員、■川田雅彦 委員 

３号委員 

（公益代表） 

■馬 泰子 委員、□石塚修二 委員、■岡田一良 委員 

■森村 勝 委員、□髙原和子 委員、■駒野弘子 委員 

市 理 事 者 井上副市長 

 市民部 前川部長 

庶務（事務局） 国保年金課 木村課長、東村課長補佐、浅田課長補佐  

山出課長補佐、新谷 

傍 聴 者 無 

 

議 題 

 

１．開会 

２．資格審査 

３．会長あいさつ 

４．市長あいさつ 

５．会議録署名委員の指名 

６．議事 

１．報告内容 

（１）第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の策定について 
（２）その他 

７．閉会 

 

会議結果

要 旨 

 

１．開会 

   ・ 開会宣言 

   ・ 委員の紹介 

２．資格審査 

・ 会議成立の資格審査 

３．会長あいさつ 

   ・ 馬会長あいさつ 

４．市長あいさつ 

   ・ 井上副市長あいさつ 

５．会議録署名委員の指名 

   ・ 協議会の定めによる会議録署名委員の指名 

６．議事 

（１）審議 第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の策

定について 

・ 質疑・応答 

（２）その他 

・ 意見及び質疑・応答 
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７. 閉会 

・ 議事終了及び議長降壇 

・ 閉会宣言 

会議経過

要 旨 

 

 

１．開会 

  事務局が開会を宣言した。 

２．資格審査 

委員１８名中 １５名の出席により、会議が成立していることを確認し

た。 

３．会長あいさつ 

  馬会長が開会に際してのあいさつを行った。 

  要旨は、次のとおり。 

・ 第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の策定につ

いて、慎重なる審議をお願いしたい。 

４．市長あいさつ 

   井上副市長があいさつを行った。 

要旨は、次のとおり。 

・ 今後の木津川市国民健康保険に加入する被保険者に対して実施する特定

健康診査及び特定保健指導の実施内容、方法及び成果に係る目標等基本的

事項について定める第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実

施計画の策定について積極的な意見を賜り、よりよい計画策定を目指した

い。 

５．会議録署名委員の指名 

会議録署名委員として大村委員と川田委員を指名した。 

６．議事 

  馬会長が議長となり議事を行った。 

 （１） 第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の策定

（案）について 

【配布資料】 

  ・ 第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の策定 

  ・ 第１期・第２期データヘルス計画の評価 

  ・ 第２期データヘルス計画 

 

【事務局説明の概要】 

第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の策定に

ついてについて説明 

・第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画（以後「次

期計画」といいます。）の策定にあたり、第１期データヘルス計画、第

２期データヘルス計画（以後、「現計画」といいます。）を評価し、次

期計画を策定。 

・平成２７年度から平成２９年度の第１期データヘルス計画及び平成３０

年度から令和５年度の現計画の保健事業を振り返り、委員皆様のご意

見をいただき、次期計画の策定に反映させたい 

・ データヘルス計画の目的は、被保険者の健康の保持・増進、生活の質
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の維持・向上を図り、医療費の適正化を図る 

・ 保健事業は、効果的・効率的な実施のため、特定健康診査や特定保健

指導の結果やレセプトデータ等の健康・医療情報を活用し、ＰＤＣＡサイ

クルに沿い実施。 

※ＰＤＣＡサイクル：Ｐ（計画）Ｄ（実行）Ｃ（評価・検証）Ａ（改善・

見直し） 

・令和４年度の市の人口に占める国民健康保険加入率は１８.６％、国民

健康保険被保険者数は年々減少。 

（Ｒ５.３末 １４,０８５人、Ｒ４.３末 １４,７６４人、Ｒ３.３末 

１５,１６８人、Ｒ２.３末 １５,１０５人、Ｒ１.３末 １５,３８８人） 

・医療費は、平成３０年度と令和４年度を比べると増加、被保険者一人 

当たりの医療費も同様 

・特定健康診査未受診者対策事業について 

第１期データヘルス計画では、業者委託、特定健康診査受診勧奨の人数

に上限があり、受診勧奨後受診率が平成２９年度は７.９％ 

・特定健康診査の圏域化・集団の効果検証を行う。 

・特定保健指導について、管理栄養士・保健師と衛生部門と協力し特定 

保健指導を実施しているが、国の目標値とかなり乖離。 

・特定健康診査結果返却と同時に特定保健指導を行い、早期介入を実施し

た。特定保健指導実施率は平成２９年度１１.８％から令和３年度  

１９.８％と８％向上し、目標指標には達成。 

・生活習慣病重症化予防として「糖尿病性腎症重症化予防事業」を医療 

機関と連携し取組んでいる。 

・服薬情報通知事業は、平成３０年度から実施。現計画期間中に薬価コー

ドの変更があり､対象者の抽出基準が変わり､次期計画で効果検証を実施。 

・ジェネリック医薬品差額通知事業も、事業委託していたが令和３年度よ

り市で実施のため、普及率の算出基準が変わり､評価できず。今後も更

なる医薬品の普及を推進していく。 

・年内に第３期データヘルス計画（案）、第４期特定健康診査等実施計画

（案）の策定をし、第３回国民健康保険運営協議会にて、報告予定。 

 

【主な質疑・応答】（○…質疑・意見、➤…質疑に対する応答） 

○ 特定健診の受診率がアップしているのは驚いた。どのくらいのアップに

なるのか。 

➤ 資料２に掲載している第１期の実績Ｈ２８年度３６.７％→Ｒ３年度 

４１.４％ 

○ 受診していない方の勧奨案内は全員にしているのか。 

➤ 未受診の方全員です。 

〇 勧奨についてのコストはどのくらいかかっているのか。 

➤ 後ほど調べて回答します。 

〇 通院中の方が特定健診受診勧奨の通知を受けてもすでに治療しているの

で、必要ないと思われる。本当に受診されていない方に届いているのか、

対象がずれていないか。 
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〇 昔は受診中の方は特定健診を受けなくてもよいとなっていた。国庫財政

支援制度・補助金との兼ね合いもあり、特定健診の高い受診率が必要。 

 第１期データヘルス計画と現計画とで生活改善率の評価方法はどうなって

いるのか。 

➤ 改善内容は、運動内容と食事内容がどう変化しているかについてを受診

票で確認、評価している。 

〇 国のポイントについて１０年ずっと委員をやっているが、今まで継続的

に行ったことが評価されるのか。毎年新たな事業を行うことによってポイ

ントがつくのか。コストについても気になる。 

➤ 保険者支援努力制度は、国の評価項目により実施率、実施割合で評価点

が決まる。 

木津川市は当初、他市町村よりもいち早く事業に取り組んだため金額の

割り当てが大きかった。２,３年経ち、全国的に取り組む自治体が増えれば

国の配分は目減りする。目標達成に向かってコストをかけても取り組むべ

きものと､コストをかけずに工夫していく部分がある。管理栄養士、保健師

を増員し、訪問をするなど目標達成に向けて１ポイントでも多く獲得でき

る取り組みを進めている。現計画を振り返り、そのうえで次期計画に反映

していくにはどうしたらいいか。皆様の意見をいただきたい。 

〇 木津川市は受診率４０％だが東北は６０％高い数字を出しているところ

もある。がん検診と集団健診を組み合わせて取り組んでいる自治体もあ

る。 

なぜ、受診しないか調査はされたか。今までとは違う視点で取り組んでほ

しい。 

➤ 今まで健診を受けていない方などに対して、個別健診と集団健診を行っ

た。集団健診では、定員１２０人（２回実施）を超え、９０人ものキャン

セル待ちがあった。集団健診を行った後、結果説明会で自身の健康を振り

返ることで、関心を持ってもらう。今後、集団健診の在り方についても改

善していく。 

〇議長 今後の取り組みとして、特定健診の人数を増やすのみでなく、分析

していい方向になるよう進めていただきたい。 

 

 （２）その他について 

【事務局からの報告】 

・出産被保険者に係る産前産後期間の国民健康保険税の軽減措置について 

１２月議会に上程し、１月から施行。地方税法が改正されたことによ

り、条例改正を行う。上位法改正により、説明のみ。 

・府国民健康保険運営研修会参加される方は事務局まで 

 

７．閉会 

議事の終了を受けて議長が降壇し、全日程を終えて事務局が閉会を宣言した。 
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第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の策定 

 

１ 背景 

 平成 25 年 6 月に閣議決定された｢日本再興戦略｣において、｢全ての健康保険組合に対

し、レセプト等のデータ分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画と

して｢データヘルス計画｣の作成･公表、事業実施、評価等の取組を求めるとともに、市町

村国保が同様の取組を行うことを推進する。｣と掲げられた。またこれを受け、｢国民健

康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針｣の一部が改正され、｢市町村及び組合

は(中略)健康･医療情報を活用して PDCA サイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事

業の実施を図るための保健事業の実施計画を策定した上で、保健事業の実施及び評価を

行うこと。｣と定められた。 

市町村国保においては、幅広い年代の被保険者が存在するため、これらの年代の身体

的な状況等に応じた健康課題を的確に捉え、課題に応じた保健事業を実施することによ

り、健康の保持増進、生活の質(QOL)の維持及び向上が図られ、結果として、医療費の

適正化に資すると考えられる。このため今般、第 1 期及び第 2 期計画における実施結果

等を踏まえ、PDCA サイクルに沿った保健事業の展開、達成すべき目標やその指標等を

定めるため、第３期データヘルス計画を策定することとする。 

 

２ 策定方法 

データヘルス計画の策定にあたっては、健康増進法に基づく｢基本的な方針｣を踏まえ、

健康寿命の延伸と健康格差の縮小等を基本的な方向とするとともに、関連する他計画(健

康増進計画、医療費適正化計画、介護保険事業計画、高齢者保健事業の実施計画、国民

健康保険運営方針、特定健康診査等実施計画)と調和のとれた内容とします。本計画にお

いて推進･強化する取り組み等については他計画の関連事項･関連目標を踏まえて検討し、

関係者等に共有し、理解を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画名称 
根拠法令 

第 3 期データヘルス計画 
国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に 

関する指針(厚生労働省告示) 

第 4 期特定健康診査等実施計画 高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条 

資料1 
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３ 計画期間 

計画期間は、関係する計画との整合性を踏まえ、令和 6 年度から令和 11 年度までの 6

年間とする。 
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４ 国民健康保険の現状 

（１）人口構成 

市の令和4年度における人口構成概要を示したものです。高齢化率(65歳以上)は24.9%

であり、府と比較して低いです。また、国民健康保険被保険者数は14,352人で、市の人

口に占める国民健康保険加入率は 18.6%であり、国民健康保険被保険者数は、年々減少

しています。 

 

 

出典：国保データベース（KDB）システム「地域の全体像の把握」 

  

（２）年度別基礎統計 

 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は平成30年 4月～令和5年3月診療分(60カ月分)。 

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。 

※医療費…レセプトに記載されている請求点数を集計し、金額にするために10倍にして表示。 

※一カ月平均の患者数…同診療年月で一人の方に複数のレセプトが発行された場合は一人として集計。 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
総人口

（人）

国保被保険

者数（人）

国保加入率

（％）

高齢化率

（％）

平均余命

（年）

平均自立期

間（年）

出生率

（％）

死亡率

（％）

木津川市 76,987 14,352 18.6 24.9
男性：84.2

女性：88.1

男性：82.3

女性：84.2
8.2 7.6

京都府 2,495,174 498,511 20.0 29.4
男性：82.4

女性：88.4

男性：80.4

女性：84.3
6.6 10.8

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

A 8,733 8,625 8,536 8,500 8,352

入院外 92,789 90,569 83,888 86,301 85,021

入院 2,318 2,440 2,208 2,393 2,348

調剤 60,935 59,648 55,140 56,287 56,085

合計 156,042 152,657 141,236 144,981 143,454

C 3,181,242,440 3,366,657,950 3,145,011,370 3,414,369,640 3,363,393,240

D 5,240 5,105 4,819 4,891 4,785

C/A 364,292 390,345 368,459 401,671 402,717

C/B 20,387 22,054 22,268 23,550 23,446

D/A 60.0% 59.2% 56.5% 57.5% 57.3%

被保険者一人当たりの

医療費(円)

レセプト一件当たりの
医療費(円)

有病率(％)

一カ月平均の被保険者数(人)

B レセプト件数(件)

医療費(円)　※

一カ月平均の患者数(人)　※

令和元年度 
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（３）被保険者一人当たりの医療費及び医療費の三要素（令和４年度） 

 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和４年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。 

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。 

本分析における被保険者一人当たりの医療費は、分析期間内の被保険者数を用いて算出している。そのため、月単位の

被保険者数を用いて算出している他帳票とは一致しない。 

※受診率…被保険者一人当たりのレセプト件数。集計に調剤のレセプトは含まない。 

※一件当たりの日数…集計に調剤レセプトは含まない。 
※一件当たりの医療費…医療費の集計に調剤レセプトを含む。日数の集計に調剤レセプトは含まない。 

 

（４）中分類による医療費統計（患者一人当たり医療費上位10疾病）（令和4年度） 

 
データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和４年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。 

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。 

※医療費…中分類における疾病項目毎に集計するため、データ化時点で医科レセプトが存在しない（画像レセプト、月

遅れ等）場合集計できない。 

 

 

 

 

入院 入院外 全体

140,377 199,910 340,287

受診率(件/人)　※ 0.24 8.60 8.84

一件当たりの日数(日)　※ 17.52 1.52 1.95

一日当たりの医療費(円)　※ 33,732 15,258 19,711

被保険者一人当たりの
医療費(円)

三
要
素

患者一人当たりの

医療費(円)

412,227

順位 医療費(円)　※ 患者数(人)
患者一人当たりの

医療費(円)

1 0209 32,762,135 18 1,820,119

2 0904 16,494,854 19 868,150

3 1402 188,005,074 360 522,236

4 0503 145,609,538 330 441,241

5 0205 98,540,974 271 363,620

6 1502 1,242,869 4 310,717

7 1602 2,014,891 7 287,842

8 0203 12,923,763 45 287,195

9 0208 18,709,264 68 275,136

10 0604 13,251,236 51 259,828

その他の周産期に発生した病態

直腸S状結腸移行部及び直腸の悪性新生物＜腫瘍＞

悪性リンパ腫

脳性麻痺及びその他の麻痺性症候群

くも膜下出血

腎不全

統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害

気管，気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞

妊娠高血圧症候群

疾病分類（中分類）

白血病

総合計
医療費総計(円) 患者数(人)

3,354,289,680 8,137
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（５）生活習慣病疾病別 医療費割合 

 
データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

対象診療年月は令和4年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。 

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。 

※有病率…被保険者数に占める患者数の割合。 

生活習慣病…厚生労働省｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第4版)｣には、生活習慣病の明確な定義が記載され

ていないため、｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第2版)｣に記載された疾病中分類を生活習慣病の疾病項目と

している。 

※割合…小数第2位で四捨五入しているため、合計が100%にならない。  
 

（６）生活習慣病別 患者一人当たりの医療費と有病率  

 
データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

対象診療年月は令和4年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。 

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。 

※有病率…被保険者数に占める患者数の割合。 

生活習慣病…厚生労働省｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第4版)｣には、生活習慣病の明確な定義が記載され

ていないため、｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第2版)｣に記載された疾病中分類を生活習慣病の疾病項目と

している。 

0402

糖尿病

159,904,289

22.5%

0403

脂質異常症

80,595,704

11.3%

0901

高血圧性疾患

115,350,514

16.2%

0902

虚血性心疾

患

57,624,206

8.1%0904

くも膜下出血

16,494,854

2.3%

0905

脳内出血

43,430,380

6.1%
0906

脳梗塞

34,209,792

4.8%

0907

脳動脈硬化(症)

176,166

0.0%

0909

動脈硬化(症)

14,536,799

2.0%

1402

腎不全

188,005,074

26.5%

医療費

(円)

46,970 
31,870 37,115 

62,178 

532,629 

256,096 

113,939 6,733 14,880 

661,376 28.0%

25.9%

28.2%

8.1%

0.2%

1.0%

4.4%

0.0%

4.6%

1.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%
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全

0402 0403 0901 0902 0904 0905 0906 0907 0909 1402

有病率 ※

(%)

患者一人当たり

の医療費(円)

患者一人当たりの医療費(円) 有病率(%)
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（７）透析に至った起因 

 
データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和4年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。  

データ化範囲(分析対象)期間内に｢血液透析｣もしくは｢腹膜透析｣の診療行為がある患者を対象に集計。  

現時点で資格喪失している被保険者についても集計する。緊急透析と思われる患者は除く。  

※割合…小数第2位で四捨五入しているため、合計が100%にならない。  

 

（８）新規透析患者数 

令和 3年 4月～令和4年 3月診療分のレセプトにおける人工透析患者と、令和4年 4月

～令和5年 3月診療分のレセプトにおける人工透析患者を比較し、後者の期間の新規透

析患者数を集計しました。令和4年度における新規透析患者数は7人です。 

 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 
対象診療年月は令和3年4月～令和5年3月診療分(24カ月分)。 
データ化範囲(分析対象)期間内に「血液透析」もしくは「腹膜透析」の診療行為がある患者を対象に集計。 
現時点で資格喪失している被保険者についても集計する。 
※1 新規透析患者の定義…Aの期間に透析患者ではなく、Bの期間に透析患者になった者。 
※2 Aの期間とBの期間で起因となる傷病名が違う場合、当該の欄に集計される。そのためA-Bは一致しない。 
※⑧起因が特定できない患者…①～⑦の傷病名組み合わせに該当しない患者。 

糖尿病性腎症

Ⅰ型糖尿病

3
6.1%

糖尿病性腎症

Ⅱ型糖尿病

26
53.1%

腎硬化症

本態性高血圧

2
4.1%

起因が特定

できない患者

18
36.7%

生活習慣を

起因とする疾病

28
57.1%

単位：人単位：人単位：人単位：人単位：人単位：人

Aにおいて透析患者ではなく

Bにおいて透析患者となった人数

令和3年4月～令和4年3月
診療分（12カ月分）

割合
（％）

令和4年4月～令和5年3月
診療分（12カ月分）

割合
（％）

新規透析患者

54 47 7

透析に至った起因

A B

① 糖尿病性腎症　Ⅰ型糖尿病 1 1.9% 0 0.0%

③ 糸球体腎炎　IgA腎症

0

② 糖尿病性腎症　Ⅱ型糖尿病 36 66.7% 27 57.4% 3

0 0.0% 0 0.0%

④ 糸球体腎炎　その他 1 1.9% 3

0

0

6.4% 3

0.0% 0

0.0%⑤ 腎硬化症　本態性高血圧 0 0.0% 0

⑥ 腎硬化症　その他 0 0.0% 0

透析患者合計

0

⑧ 起因が特定できない患者 16 29.6% 17 36.2% 1

⑦ 痛風腎 0 0.0% 0 0.0%

※

※1

※2
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５ 特定健診及び特定保健指導の状況 

（１）特定健康診査 

平成 29 年度から令和 3 年度における、特定健康診査受診率を年度別に示したもので

す。府よりも受診率は高く、令和3年度の受診率41.4％は平成29年度37.4％より4.0％

増加しています。 

 

 

出典：特定健診・特定保健指導法定報告結果 

 

（２）特定保健指導 

 平成 29 年度から令和 3 年度における、特定保健指導の実施率を年度別に示したもの

です。令和3年度の特定保健指導実施率19.8％は平成29年度より8％増加しています。 

 

 

出典：特定健診・特定保健指導法定報告結果 

 

 

37.4%
40.4% 40.7%

36.9%
41.4%

35.1% 35.6% 36.2%

30.2%
32.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度

木津川市 府
特定健診

受診率(%)

特定健診

受診率(%)

特定健診

受診率(%)

11.8%
13.0%

3.9%

10.4%

19.8%17.9%
19.1%

21.2% 21.1% 20.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度

木津川市 府
特定保健指導

実施率(%)

 
令和元年度 

 
令和元年度 
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（３）質問票回答状況より年度別 対応の考慮が必要な選択肢の選択割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 今後の予定 

１１月 第３期データヘルス計画に係る保健事業の計画策定 

１２月 第１期、第２期データヘルス計画の最終評価 

    第３期データヘルス計画（案）策定、第４期特定健康診査等実施計画（案）策定            

 １月 庁内関係機関と次期計画の整合性について協議 

    令和５年度第３回国保運営協議会 

 ２月 国民健康保険団体連合会保健事業支援・評価委員会 

 ３月 第３期データヘルス計画策定、第４期特定健康診査等実施計画策定 

10.0%

52.8%

48.5%

0.5%

12.0%

25.2%

23.2%

24.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

現在、たばこを習慣的に吸っていますか。

１回３０分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上、１年以上実施していますか。

日常生活において歩行又は、同等の身体活動を１日１時間以上実施していますか。

食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか。

就寝前の２時間以内に夕食をとることが週に３回以上ありますか。

朝昼夕の３食以外に間食や甘い飲み物を摂取していますか。

お酒(日本酒、焼酎、ビール、洋酒など)を飲む頻度はどのくらいですか。

運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思いますか。

平成30年度

平成31年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

選択者割合(%) ※

データ化範囲(分析対象)…健康診査データは平成30年4月～令和5年3月健診分(60カ月分)。 

資格確認日…各年度末時点。 

※選択者割合…質問回答者のうち、該当の選択肢を選択した人の割合。 

・現在、たばこを習慣的に吸っていますか。 …｢はい｣の選択者数を集計。 

・1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2日以上、1年以上実施していますか。 …｢いいえ｣の選択者数を集計。 

・日常生活において歩行又は同等の身体活動を1日1時間以上実施していますか。 …｢いいえ｣の選択者数を集計。 

・食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか。            …｢ほとんどかめない｣の選択者数を集計。 

・就寝前の2時間以内に夕食をとることが週に3回以上ありますか。       …｢はい｣の選択者数を集計。 

・朝昼夕の3食以外に間食や甘い飲み物を摂取していますか。          …｢毎日｣の選択者数を集計。 

・お酒(日本酒、焼酎、ビール、洋酒など)を飲む頻度はどのくらいですか。     …｢毎日｣の選択者数を集計。 



目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
（平成28年度)時点

目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
(令和4年度)時点

対象者への通知率
100％

通知率　100％
対象者への通知率
100％

通知率　100％

特定健康診査受診率
8％向上

特定健康診査受診率
36.7％
（平成26年度比1.9％向
上）

短期：当該年度の前年
度より受診率の向上

中長期：特定健康診査
受診率　8％向上

未確定

（参考）令和3年度実績
特定健康診査受診率
41.4％
（平成29年度比4.0％向
上）

特定保健指導実施率
5％向上

特定保健指導実施率
12.4%

特定保健指導実施率
5％向上

未確定
（参考）令和3年度実績
特定保健指導実施率
19.8％
（平成29年度比5.0％向
上）

特定保健指導対象者の
生活習慣改善率　20％

特定保健指導対象者
の生活習慣改善率
96.3％

短期：特定保健指導対
象者の減少率　20％

中長期：特定保健指導
対象者割合2％減少（平
成29年度と比較）

未確定

（参考）令和3年度実績
特定保健指導対象者の
減少率：27.3％
（平成29年度比0.8％増
加）

特定保健指導対象者割
合：20.0％
（平成29年度比1.0％増
加）

対象者への通知率
100％

通知率　100％
対象者への通知率
100％

通知率　100％

特定健康診査受診率
8％向上

特定健康診査受診率：
36.7％
（平成26年度受診率：
34.8％）

短期：通知対象者の特
定健康診査受診率　35%

中長期：特定健康診査
受診率　8％向上

未確定

（参考）令和3年度
通知対象者の特定健康
診査受診率　20.4％
（令和2年度比1.5％向
上）

第１期計画 第２期計画

今後の展望考察評価

・特定健康診査受診勧奨後の受診
率は、横ばい状態である。

・特定健康診査受診勧奨の時期・
内容を検討し、受診率向上に努め
る。

資料2

・特定健診の無料化・特定健康診
査（集団）の実施により、令和3年
度は4.0％（平成29年度比）向上し
たが、目標値には未達成である。

・令和4年度特定健康診査は、40歳
代、50歳代の男性の受診率が10％
代から20％代に向上した。

・特定健康診査受診率は、国基準
に未達成であり、特定健康診査の
受診環境整備が必要である。

・特定健康診査の結果より、メタ
ボリックシンドローム基準該当者
及び予備軍の割合が年々増加して
いる。特定健康診査により、生活
習慣病の早期発見・早期治療が必
要である。

・特定健康診査（集団）の実施回
数拡大により特定健康診査受診の
機会を増やし、効果検証を行う。

・特定健康診査とがん検診の同時
実施について衛生部門と協議し、
特定健康診査の利便性について検
討する。

・特定健康診査（個別）の圏域化
による効果を、山城南圏域で協議
する。

・国保部門において専門職（保健
師1名・管理栄養士２名）の人員確
保により、特定保健指導実施率が
8.0％向上したが目標値は未達成で
ある。

・特定健康診査の結果返却と同時
に特定保健指導を実施し、早期介
入により、生活習慣を見直す機会
となっている。

・衛生部門における特定保健指導
の実施体制の検討が必要である。

・特定保健指導対象者割合は、令
和3年度は、1.0％（平成29比）向
上した。コロナウイルス感染症に
よる影響の有無は不明確であり、
今後も経年的に見ていく必要があ
る。

・中分類による疾病別医療費統計
より、腎不全、糖尿病、その他心
疾患（虚血性心疾患等）が上位を
占めている。特定保健指導の早期
介入を継続して実施し、生活習慣
病の重症化予防をする。

・今後とも特定保健指導利用率の
向上に努める。また、特定健康診
査受診者のメタボ該当率・予備軍
の割合を経年的に分析し、より効
果的な保健指導の実施方法を検討
していく。

・令和元年度、特定健康診査の受
診機会を増加・利便性のため、衛
生部門とがん検診の同時実施につ
いて協議をした。

・令和2年度から令和5年度、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、がん検診と同時実施はせず、
集団健診のみ実施した。

・集団健診受診者のアンケートよ
り、市内にかかりつけ医がいな
い、医療機関で予約をとれなかっ
た等の理由により集団健診を受診
されていた。

・受診勧奨通知により受診に繋
がったかは判断は出来ないが、勧
奨後の受診率は、横ばい状態であ
る。
特定健康診査受診率は、経年的に
向上（令和2年度コロナ禍を除く）
している。

1

2

3

・特定健康診査の結果から特
定保健指導対象者に、生活習
慣病重症化予防のため、管理
栄養士、保健師が面接、電
話、訪問により特定保健指導
を実施

・衛生部門と協同して実施

・平成30年度～令和元年度：
市独自で対象者へ封書で受診
勧奨

・令和2年度～令和3年度：大
判はがきにより受診勧奨

・令和4年度：圧着ハガキで
受診勧奨

・令和5年度：未受診者の対
象者を分野ごとに分けて、大
判圧着はがきで受診勧奨。通
知後、受診の有無を確認

・令和2年度：特定健康診査
の無料化（対象者全員）
個別健診に加え集団健診を実
施

・令和3年度：特定健康診査
（個別）の圏域化

・令和4年度：集団健診の申
込みを電話のみからWEB、電
話に変更

・令和5年度：集団健診を2回
実施

4

4

3

満40歳から満74歳ま
での被保険者

満40歳から満74歳ま
での被保険者で特定
健康診査の結果、特
定保健指導対象と
なった者

第１期・第２期データヘルス計画の評価

特定健康診査事業

満40歳から満74歳ま
での被保険者で、抽
出基準日において特
定健康診査を受診し
ていない者

被保険者の生活習
慣病予防

生活習慣病該当者
及び予備軍の減少

特定健康診査の受
診率の向上

特定健康診査
未受診者対策事業

特定保健指導事業

事業名 事業目的 対象者 実施内容

評価 5:目標達成 4:改善している 3:横ばい 2:悪化している 1:評価できない



目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
（平成28年度)時点

目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
(令和4年度)時点

第１期計画 第２期計画

今後の展望考察評価事業名 事業目的 対象者 実施内容

対象者への通知率
100％

通知率　100％
対象者への通知率
100％

通知率　100％

特定保健指導実施率
5％向上

特定保健指導対象者の
生活習慣改善率　20％

平成26年度と比較して
平成29年度に積極的支
援及び動機付け支援対
象者の2％減

特定保健指導実施率
12.4％

特定保健指導対象者の
生活習慣改善率
96.3％

積極的支援及び動機付
け支援対象者の割合
9.5％

＊平成26年度
・特定保健指導率
18.1％

・支援対象者割合
10.5％

短期：保健指導利用勧
奨者の特定保健指導率
8％向上

中長期：特定保健指導
実施率　5％向上

未確定

（参考）令和3年実績
保健指導利用勧奨者の
特定保健指導実施率
30.6％

特定保健指導実施率
19.8％

対象者への通知率
100％

通知率　100％
対象者への通知率
100％

通知率　100％

受診勧奨した者のうち
50％の異常値放置者減
少

39.3%

短期：対象者の医療機
関受診率　35％

中長期：特定健康診査
異常値放置者　2％減少

対象者の医療機関受診
率　43.6％

特定健康診査異常値放
置者　11.3％減少

対象者への通知率
100％

通知率　100％

対象者の医療機関受診
率　35％

対象者の医療機関受診
率　88.5％

特定健康診査の結
果、糖尿病に関す
る検査項目におい
て、受診勧奨判定
値を超えている者
を医療機関受診へ
つなげる

・令和3年度より、早期に特定保健
指導対象となった者へ、健診結果
返却と同時に、特定保健指導を実
施し、8.0％（平成29年度比）向上
した。

・未達成の要因として、アンケー
ト結果より、仕事が忙しい、自覚
症状がない、自己流で取組んでい
る等健診の受診だけで生活習慣の
見直しにはつながっておらず、行
動変容にどのようにつなげるか課
題である。

・集団健診の実施回数、場所を増
やすことで健診を受ける機会を設
け、結果説明会（集団）を実施す
る。

・結果説明会では、健診結果の見
方、生活習慣改善の講演と同時
に、特定保健指導（個別）を実施
し、様々な測定を行い健康意識を
高める取組（イベント）を継続し
て実施する。

・再受診勧奨は、特定健康診査の
結果で生活習慣病の何が受診勧奨
値判定値を超えているか明確にす
ることで、医療受診につながっ
た。

・返信者及びレセプトより、医療
機関の受診率が24.4％（平成29年
度比）と向上し、目標達成した。

引き続き再受診勧奨の内容を検討
し、医療機関受診へ繋げる。

・第2期データヘルス計画では未計
画で、平成30年度より実施した。

・透析患者の起因として、糖尿病
性腎症、Ⅱ型糖尿病が高く、生活
習慣病を起因とする疾患が57.0％
と高い状態である。

・糖尿病による医療費（KDB：令和
4医療費分析大、中、小細分類よ
り）は、令和4年度で糖尿病1位、
慢性腎臓病（透析有）3位と高く、
糖尿病重症化を予防するため、引
続き受診勧奨を行う必要がある。

・健診結果の返却と同時に、対象
者へ受診勧奨を行う。

・健康教室（プレ糖尿病教室）に
おいて、医療機関へ受診が必要な
者は、受診勧奨を行う。

6

4

5

特定保健指導実施
率の向上

・平成30年度～令和2年度：
特定健康診査の結果から特定
保健指導対象者へ電話による
特定保健指導利用勧奨を管理
栄養士、保健師が実施

・令和4年度～令和5年度：電
話による特定保健指導利用勧
奨の不在者に対して、管理栄
養士・保健師が訪問し、特定
保健指導の利用勧奨を実施

4

5

満40歳から満74歳ま
での被保険者で、特
定健康診査の結果、
糖尿病に関する検査
項目において受診勧
奨判定値を超えてい
る者

糖尿病性腎症重症
化予防事業
（未受診者）

満40歳から満74歳ま
での被保険者で特定
健康診査の結果、受
診勧奨判定値を超え
ている者

健診異常値放置者
受診勧奨事業

満40歳から満74歳ま
での被保険者で特定
健康診査の結果、特
定保健指導対象と
なった者で特定保健
指導未利用者

・特定健康診査の結果、糖尿
病に関する検査項目が受診勧
奨判定値を超えている者に対
して、受診勧奨の通知書を送
付

・受診勧奨の通知書を送付
後、医療機関受診が確認でき
ない者に対して、再度通知書
を送付することで、受診勧奨
を実施

・特定健康診査の結果、受診
勧奨判定値を超えている者に
対し、受診勧奨の通知書を送
付

・受診勧奨の通知書を送付
後、医療機関受診が確認でき
ない者に対して、再度通知書
を送付することで、受診勧奨
を実施

健診異常値を放置
している対象者の
医療機関受診

5

特定保健指導
未指導者対策事業



目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
（平成28年度)時点

目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
(令和4年度)時点

第１期計画 第２期計画

今後の展望考察評価事業名 事業目的 対象者 実施内容

対象者への通知率
100％

通知率　100％

対象者の医療機関受診
率　30％

対象者の医療機関受診
率　12.5％
（受診者1名/受診勧奨
者8名）

保健指導実施率80％以
上

保健指導完了率　100％
（保健指導完了者7名/
保健指導実施者7名）

保健指導実施率80％以
上

保健指導完了率75％
（指導完了者3名/指導
実施者４名）

保健指導完了者の生活
習慣改善率　20％

保健指導完了者の検査
値（HbA1c）改善率
10％
　
平成27年度以降平成29
年度までの保健指導完
了者の糖尿病性腎症に
おける病期進行者　0名

生活習慣改善率100％

検査値改善率28.6％

病期進行者0名

短期：保健指導完了者
の生活習慣改善率
80％

保健指導完了者の検査
値改善率　　10％

中長期：平成30年度か
ら令和5年度までの指導
完了者の病期進行者の
割合　20％未満

生活習慣改善率100％
　
検査値改善率85％

病期進行者0名

＊平成30年度から令和4
年度保健指導完了者
　実人数　20名

対象者への通知率
100％

通知率　100％

短期：対象者の重複服
薬　10％減少

中長期：重複服薬者の
割合　10％

＊重複服薬のみ実施
（京都府）

＊薬価コードの変更が
あり効果検証について
今後検討していく

・第2期データヘルス計画では、未
計画であった。平成30年度より実
施。
対象者へ、受診連絡票とアンケー
トを送付したが、返信者数が少な
く、医療機関受診が見受けられな
い。

・医療機関を受診された者から
は、「治療の必要性がない」とい
う状況だった。医療機関を受診さ
れず、アンケートのみ返信された
者は、「自覚症状がないため受診
しない」と返信があった。未受診
者は、糖尿病重症化予防のため、
訪問等で引続き受診勧奨をしてい
く必要がある。
＊母数が少ないため、割合が高く
でている。

経年的に糖尿病治療中断者の、健
診・医療機関受診状況より、病期
の進行の有無、合併症等併発して
いないか確認する。

・事業参加者の翌年度の健診結果
（糖尿病性腎症に起因する検査項
目）から、数値が改善されている
ことが確認できた。

・健診を受けていなくても、医療
機関へ継続して受診しており、透
析移行者・病期進行者はいなかっ
た。

・医療機関を受診されている方が
対象者であるため、参加者が少な
いことが課題である。

・透析関連の医療費（内、糖尿性
腎症、Ⅱ型糖尿病）が一人当たり
約550万円である。生活の質を維
持・向上し、糖尿病性腎症悪化を
遅延させるため、早期医療、保健
指導が必要である。

・個々の状態に応じた保健指導
を、医療機関と連携し実施する。

・糖尿病が重症化する前の保健指
導が必要である。

・健康教室等の事業で、対象とな
る方がいれば、当該事業を併せて
実施し、医療機関と連携して保健
指導をする。

重複服薬のみ実施（京都府）
平成30年度と令和元年度（府モデ
ル事業）と実施方法の変更があっ
た。
また、令和3年度より薬価コードの
変更があり、次期計画で効果等を
分析していく。
＊母数が少ないため、重複服薬改
善の割合が高くなる。

医療の適正化をしていくため、次
期計画においても引き続き、地域
の医師会・薬剤師会と連携し、事
業を実施する。

7

8

9 服薬情報通知事業

抽出基準
・対象期間
4～5月に服用してい
る医薬品を対象
・データの集計期間
前年度12月診療分～
当該年度5月診療分
の医科（入院外）及
び調剤電子レセプト
・対象医薬品
薬価基準収載医薬品
コード上4桁が同一
の医薬品（同一薬効
の医薬品）
・重複とみなす条件
2か月連続で2医療機
関以上から処方を受
けている医薬品が月
あたり7日以上重複
している状態

・国保連合会に対象者の抽出
を依頼

・対象者の選定（山城南圏域
医師会・薬剤師会）

・対象者へ通知書を送付

・未返信者の医療受診状況を
確認

1服薬の適正化

満40歳から満74歳ま
での被保険者で、糖
尿病に係る通院の者
で、最終の受診日か
ら６ヶ月以上経過し
ても受診歴がない者

・国保連合会に対象者の抽出
を依頼

・対象者の選定

・対象者へ通知書・アンケー
トを送付

・未返信者の医療・健診受診
状況を確認

1

糖尿病で通院中の
者であったが、治
療中断している者
を医療機関受診へ
つなげる

糖尿病性腎症重症
化予防事業

（ハイリスク者）

糖尿病により医療機
関で受療中の者で、
前年度の特定健康診
査の結果で以下のい
ずれかに該当する者
・HbA1c6.5％以上、
尿蛋白＋以上の者
・血糖コントロール
不良で医師から推薦
があった者

・かかりつけ医と連携し、保
健指導の内容を情報共有し、
効果的な保健指導を実施

・対象者に対して、管理栄養
士・保健師より、食事・運動
等の生活習慣について、面
談・訪問・電話で保健指導を
実施

・保健指導終了後は、健康診
査のデータ、定期的な通院の
有無等を確認

1
糖尿病性腎症患者
の病期進行阻止

糖尿病性腎症重症
化予防事業

（治療中断者）



目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
（平成28年度)時点

目標値
上段:アウトプット
下段:アウトカム

実績
(令和4年度)時点

第１期計画 第２期計画

今後の展望考察評価事業名 事業目的 対象者 実施内容

対象者への通知率
100％

通知率　100％
対象者への通知率
100％

通知率　100％

ジェネリック医薬品普
及率（数量ベース）
通知開始時平均より5％
向上

55.04％

短期：通知対象者の
ジェネリック医薬品普
及率（数量ベース）3％
向上

中長期：ジェネリック
医薬品普及率（数量
ベース）18％向上

普及率（厚生労働省指
定薬剤のみ数量ベー
ス）
70.9％

簡易血糖検査の結果、
保健指導判定値の者へ
保健指導、受診勧奨判
定値を超えている者へ
受診勧奨実施率　80％

保健指導判定値の者へ
保健指導、受診勧奨判
定値の者へ受診勧奨の
実施率　88.5%

簡易血糖検査で、保健
指導判定値の者へ保健
指導、受診勧奨判定値
の者へ受診勧奨の実施
率　80％

平成27年度と比較して
指導した者のうち10％
の正常値への移行、受
診勧奨した者のうち
50％の異常値減少

正常値への移行⇒評価
できず

異常値放置者の減少
71.4％

受診勧奨者の医療機関
受診率　60％

対象者への通知率
100％

通知率　100％

短期：参加者の意識改
善率　80％

長期：特定健康診査の
問診において「1回30分
以上の軽く汗をかく運
動を週2回以上、1年以
上実施しています
か」・「日常生活にお
いて歩行又は同等の身
体活動を1日1時間以上
実施していますか」に
「はい」と答えた人の
割合　60％

(栄養教室）
令和2年度より、コロナ
禍のため実施方法、回
数、内容を変更し、効
果検証について継続し
て行う。

（運動教室）
令和3年度より、実施内
容・回数の見直し、効
果検証について継続し
て行う。

1回30分以上の軽く汗を
かく運動を週2回以上：
47.2％

日常生活において歩行
又は同等の身体活動を1
日1時間以上実施してい
ますか：51.5％

※斜線：計画において設定や評価等ができない項目

レセプトデータか
ら、ジェネリック医
薬品への切り替えに
よる薬剤費軽減額が
一定以上の者

ジェネリック医薬品差額通知
書を送付

健康教室事業
（運動教室・栄養

教室）

満40歳から満74歳ま
での被保険者

（栄養教室）
管理栄養士によるテーマ別の
講話

（運動教室）
運動トレーナーによる運動及
びウォーキング

3
食習慣や運動習慣
を見直し、生活習
慣病予防に繋げる

健康教育事業

長期療養者で、先発薬で安定して
コントロールできている方は、後
発医薬品への変更が難しい状況で
ある。
令和3年度より市で実施するように
なり、普及率の算出基準が変わっ
たため評価ができない。

今後も通知を継続して実施し、更
なるジェネリック医薬品の普及を
推進していく。

令和2年度より新型コロナウイルス
感染症の影響により事業が実施で
きず評価できない。

令和2年度より、インセンティブ事
業として、ウォーキングポイント
事業を実施。今後も京都府と共催
しながら、継続して実施してい
く。

・当初の運動教室では、リピー
ターが多かったため、令和3年度か
ら内容や申込み方法を見直したと
ころ、初回参加の方が増加し、幅
広く利用してもらえるようになっ
た。

・特定健康診査における問診の集
計結果より、運動習慣が身につい
ている方は約半数であり、目標値
の達成には至っていない。

・事業に数回参加しただけでは、
継続的な生活習慣は身につきにく
く、行動変容にどうつなげていく
かが課題である。

・健康意識が高まるよう、健康教
室の内容を検討していく。

11

12

10

満40歳から満74歳ま
での被保険者

・平成30年度～令和元年度：
市内のイベント開催時におい
て、簡易血糖検査（HbA1c測
定）を実施し、測定値が特定
健診の特定保健指導判定値・
受診勧奨判定値を超えた者に
対して、管理栄養士、保健師
の専門職による保健指導を行
う。

・受診勧奨判定値を超えてい
る者へは、医療機関の受診勧
奨を行い、後日電話にて受診
状況や測定値の変化を確認す
る。

・令和4年度：特定健康診査
（集団）後の結果説明会
で、、尿中ナトカリ測定、血
管年齢測定、ロコモ度チェッ
クを行い、検査結果の基準値
に基づいて、管理栄養士・保
健師より保健指導を行う。

1
被保険者の健康意
識の向上

ジェネリック
医薬品差額通知事

業
1

ジェネリック医薬
品の普及率向上



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

アウトプット：通知率100％(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

目標値 ― 100 100 100 100 100 100

実績値 100 100 100 100 100 100 100

アウトカム：特定健康診査受診率8％向上(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

目標値 ― 43.0 46.0 50.0 53.0 56.0 60.0

実績値 37.4 40.4 40.7 36.9 41.4 42.7（暫定値） ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

・特定健康診査の結果より、メタボリックシンドローム基準該当者及び
予備軍の割合が年々増加している。特定健康診査により、生活習慣病の
早期発見・早期治療が必要である。

・特定健康診査（集団）の実施回数拡大により特定健康診査受診の機会
を増やし、効果検証を行う。

・特定健康診査とがん検診の同時実施について衛生部門と協議し、特定
健康診査の利便性について検討する。

・特定健康診査（個別）の圏域化による効果を、山城南圏域で協議す
る。

(1)特定健康診査事業

被保険者の生活習慣病予防

満40歳から満74歳までの被保険者

平成30年度から令和5年度

R2:特定健康診査の無料化、特定健康診査（集団）を1会場、1回実施し、健診受診の機会を拡大
R3:特定健康診査（個別）の圏域化
R4:特定健康診査（集団）の申込方法を変更（電話のみ→電話もしくはWeｂ）
R5：特定健康診査（集団）を２会場で実施予定

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

・特定健診の無料化・特定健康診査（集団）の実施により、令和3年度は
4.0％（H29年度比）向上したが、目標値には未達成である。

・特定健康診査（集団）の申込方法の変更により、40歳代、50歳代の男
性の受診率が10％代から20％代に向上した。

・特定健康診査受診率は、国基準に未達成であり、特定健康診査の受診
環境整備が必要である。

今後の方向性



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

アウトプット：特定保健指導実施率5％向上(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

目標値 ― 25.0 32.0 39.0 45.0 52.0 60.0

実績値 11.8 13.0 3.9 10.4 19.8 25.0（暫定値） ―

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

対象者数 389 397 431 390 455 ― ―

対象者の減少率 19.0 22.1 18.4 13.0 20.0 ― ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

(２)特定保健指導事業

事業全体の評価

考察
(成功･未達要因)

・国保部門において専門職（保健師1名・管理栄養士２名）の人員確保に
より、特定保健指導実施率が8.0％向上したが目標値には未達成である。

・特定健康診査の結果返却と同時に特定保健指導実施し、早期介入によ
り、生活習慣を見直す機会となっている。

・衛生部門における特定保健指導の実施体制の検討が必要である。

・特定保健指導対象者割合は、令和3年度は、1.0％（H29比）向上した。
コロナウイルス感染症による影響の有無は不明確であり、今後も経年的
に見ていく必要がある。

今後の方向性

・中分類による疾病別医療費統計より、腎不全、糖尿病、その他心疾患
（虚血性心疾患等）が上位を占めている。特定保健指導の早期介入を継
続して実施し、生活習慣病の重症化予防をする。

・（短期）特定保健指導利用者の腹囲２㎝、体重２㎏減量した割合
　（中長期）特定健康診査受診者のメタボ該当率・予備軍の割合を経年
的に見る。

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

生活習慣病該当者及び予備軍の減少

満40歳から満74歳までの被保険者で特定健康診査の結果、特定保健指導対象となった者

平成30年度から令和5年度

R2:特定健康診査（集団）受診者に対して、結果説明と同時に特定保健指導を実施
R3:特定保健指導対象者に対して、健診結果返却と同時に、特定保健指導を実施
R4:従来の方法による特定保健指導と共に、訪問による特定保健指導を実施

アウトカム：特定保健指導対象者割合2％減少（平成29年度と比較）(評価指標)



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 100 100 100 100 100 100 100

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 7.7 20.8 18.1 20.5 18.8 20.4 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

・特定健康診査受診勧奨後の受診率は、横ばい状態であるが、

・特定健康診査受診勧奨の時期・内容を検討し、受診率向上に努める。

(３)特定健康診査未受診者対策事業

特定健診の受診率の向上

満40歳から満74歳までの被保険者で、抽出基準日において特定特定健康審査を受診していない者

平成30年度から令和5年度

・対象者の変更：平成29年度まで業者委託し受診勧奨通知の対象者を選定（受診勧奨者の上限有）して通知
　　　　　　　　平成30年度から市独自で未受診者全員に受診勧奨を実施
・受診勧奨方法の変更：平成30年度は封書で受診勧奨の書類を送付
　　　　　　　　　　　平成31年度から令和3度まで、大判ハガキ（R2年度から集団健診の案内追加）で受診勧奨を送付
　　　　　　　　　　　令和元年度まで薬剤師による受診勧奨。
　　　　　　　　　　　令和2年度から地域長の協力を得て、回覧板にて特健康診査（集団健診・圏域化）の案内を実施
　　　　　　　　　　　令和4年度から圧着ハガキと勧奨方法を工夫した。

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

・R1年度、特定健康診査の受診機会を増加・利便性のため、衛生部門と
がん検診の同時実施について協議をした。

・R2年度からR5年度、新型コロナウイルス感染症の影響により、がん検
診と同時実施はせず、集団健診のみ実施した。
集団健診受診者のアンケートより、市内にかかりつけ医がいない、医療
機関で予約をとれなかった等の理由により集団健診を受診されていた。

・受診勧奨通知により受診に繋がったかは判断は出来ないが、勧奨後の
受診率は、横ばい状態である。
特定健康診査受診率は、経年的に向上（R2コロナ禍を除く）している。

今後の方向性

アウトプット：特定健康診査受診勧奨通知率100％(評価指標)

アウトカム：通知対象者の特定健康診査受診率2.5％(評価指標)



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

アウトプット：特定保健指導利用通知率100％(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 100 100 100 100 100 100 100

アウトカム：特定保健指導利用勧奨後の特定保健指導率8％(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 8.9 14.8 4.6 7.6 24.0 28.4 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

・集団健診の実施回数、場所を増やし健診を受ける機会を増やし、結果
説明会（集団）を実施する。

・結果説明会では、健診結果の見方、生活習慣改善の講演と同時に、特
定保健指導（個別）を実施し、様々な測定を行い健康意識を高める取組
（イベント）を継続して実施する。

(４)特定保健指導未利用者対策事業

特定保健指導実施率の向上

特定健康診査の結果、特定保健指導と判定されたにも関わらず、指導に繋がっていない者に対し、特定保健指導の指導勧奨を送
付する。

平成30年度から令和5年度

H29年度まで業者委託し、特定保健指導利用勧奨数の上限有
H30年度からH31年度：市で特定保健指導対象者全てに特定保健指導利用の案内を送付
　　　　　　　　　　衛生部門と特定保健指導利用再勧奨を電話にて実施
R2年度：国保部門に保健師を1名増員、衛生部門と共に特定保健指導利用勧奨を実施
R3年度：専門職（保健師・管理栄養士）の人材確保し、特定保健指導利用勧奨を（コロナ禍のため）電話で全数対応
R4年度からR5年度：管理栄養士をさらに1名増員し、特定保健指導利用勧奨を電話及び訪問を実施

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

令和3年度より、早期に特定保健指導対象となった方へ、健診結果返却と
同時に、特定保健指導を実施し、19.5％（H29年度比）向上した。
未達成の要因として、アンケート結果より、仕事が忙しい、自覚症状が
ない、自己流で取組んでいる等健診の受診だけで生活習慣の見直しには
つながっておらず、行動変容にどのようにつなげるか課題である。

今後の方向性



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

アウトプット：通知率100％(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 100 100 100 100 100 100 100

アウトカム：①医療機関受診率35％、②異常値放置者2％減少(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値① 19.2 33.6 37.0 27.8 28.9 43.6 ―

実績値② ― ― 3.4 ▲9.2 1.1 14.7 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

引続き再受診勧奨の内容を検討し、医療機関受診へ繋げる。

(５)健診異常値放置者受診勧奨事業

健診異常値を放置している対象者の医療機関受診

特定健康診査の受診後、その結果に異常値があるにもかかわらず医療受診が確認できない対象者を特定し、通知書を送付するこ
とで受診勧奨を行う。

平成30年度から令和5年度

H29年度まで事業委託
H30年度からR2年度：受診勧奨判定値以上の者へ、健診結果返送と同時に医療機関受診連絡票を送付。送付後、返信がない者に対
して、レセプトで確認し、未受診者は再勧奨を実施
R3年度：受診勧奨するも未受診の者のうち、特に生活習慣病（糖尿病・高血圧・脂質異常症）に関する受診勧奨判定値以上の者
に対して、1度目と違った内容（リスク因子を分ける）を送付

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

再受診勧奨は、健診結果で生活習慣病の何が受診勧奨値判定値以上だっ
たか明確にすることで、医療受診につながった。
返信者及びレセプトより、医療機関の受診率が24.4％（H29年度比）と向
上し、目標達成した。

今後の方向性



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 ― 100 100 100 100 100 ―

アウトカム：医療機関受診率35％(評価指標) （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 ― 18.2 22.6 15.7 85.8 88.5 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

・健診結果の返却と同時に、受診勧奨値判定値以上の者へ受診勧奨を行
う。
・健康教室（プレ糖尿病教室）において、医療機関へ受診が必要な者
は、受診勧奨を行う。

(６)糖尿病性腎症重症化予防事業（未受診者）

糖尿病性腎症に係る異常値を放置している対象者の医療受診勧奨

特定健康診査の結果、糖尿病に関する検査項目において受診勧奨値以上超えている者

平成30年度から令和5年度

H30年度からR2年度：受診勧奨判定値以上の者へ、健診結果返送と同時に医療機関受診連絡票を送付。送付後、返信がない者に対
して、レセプトで確認し、未受診者は再勧奨を実施
R3年度～：受診勧奨するも未受診の者のうち、特に生活習慣病（糖尿病・高血圧・脂質異常症）に関する受診勧奨判定値以上の
者に対して、1度目と違った内容（リスク因子を分ける）を送付

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

・第2期データヘルス計画では未計画で、平成30年度より実施した。

・透析患者の起因として、糖尿病性腎症、Ⅱ型糖尿病が高く、生活習慣
病を起因とする疾患が57.0％と高い状態である。

・糖尿病による医療費（KDB：R4医療費分析大、中、小細分類より）は、
令和4年度で糖尿病1位、慢性腎臓病（透析有）3位で高く、糖尿病重症化
を予防するため、引続き受診勧奨を行う必要がある。

今後の方向性

アウトプット：通知率100％(評価指標)



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 ― 100 100 100 100 100

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 ― 0.0 33.3 33.3 33.0 12.5 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

経年的に糖尿病治療中断者の、健診・医療機関受診状況より、病期の進
行の有無、合併症等併発していないか確認する。

(７)糖尿病性腎症重症化予防事業（治療中断者）

糖尿病の重症化リスクが高い治療中断者を、医療受診へつなげる

糖尿病の治療を受けていた者で最終受診日から６ヶ月以上経過しても受診していない者

平成30年度から令和5年度

・医療機関受診連絡票とアンケートを送付
・経年的に医療受診（レセプト）・健診結果を追跡する

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

・第2期データヘルス計画では、未計画であった。平成30年度より実施。
対象者へ、受診連絡票とアンケートを送付するも、返信者数が少なく、
レセプトで確認をするも、医療受診されていない割合が高い。

・医療機関受診をされた方からは、「医師より治療の必要性がない」と
いう状況だった。医療受診をされず、アンケートのみ返信された方は、
「自覚症状がないため受診しない」と返信があった。アンケートより未
受診者は、重症化予防のため、訪問等で引続き受診勧奨をしていく必要
がある。
＊母数が少なく、割合が高くでている。

今後の方向性

アウトプット：通知率100％(評価指標)

アウトカム：医療機関受診率35％(評価指標)



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

(８)糖尿病性腎症重症化予防事業（ハイリスク）

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 100 100 100 83.3 85.7 75.0 -

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値① 85.7 66.7 50.0 60.0 80.0 75.0 ―

実績値② 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

・透析関連の医療費（内、糖尿性腎症、Ⅱ型糖尿病）が一人当たり約550
万円である。生活の質を維持・向上し、糖尿病性腎症悪化を遅延させる
ため、早期医療、保健指導が必要である。

・市で、個々の状態に応じた保健指導を、医療機関と連携し実施する。

・糖尿病重症化になる前の保健指導が必要である。健康教室から、未治
療者に対し医療機関へつなぎ、本事業へ連動して個別保健指導を実施す
る。

糖尿病性腎症患者の病期進行阻止

前年度特定健康診査の結果HbA1c7.0％以上かつ尿蛋白（＋）以上の者
血糖コントロールが不良で医師から推薦があった者

平成30年度から令和5年度

・H30年度から令和3年度：委託事業者の専門職（保健師または管理栄養士）により、6ヶ月間、面接や電話・手紙にて保健指導
・令和4年度：委託事業者の専門職と市（管理栄養士、保健師）それぞれで医療機関と連携し保健指導を実施

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

・事業参加者の翌年度の健診結果から、健診結果（糖尿病性腎症に起因
する検査項目）の数値が改善されていた。
健診を受けていなくても、医療機関へ継続して受診しており、透析移行
者・病期進行者はなかった。

・医療機関を受診されている方が対象者であるため、参加者が少ないこ
とが課題である。

今後の方向性

アウトプット：指導実施率80％以上(評価指標)

アウトカム：①指導完了者の検査数値（HbA1c）10％、②指導完了者のうち、糖尿病腎症における

　　　　　　病期進行者の割合20％未満（評価指標）　　　　　　　



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

(９)服薬情報通知事業

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 ― 100 100 100 100 100 ―

アウトカム：重複服薬者割合　10％減少（評価指標）　*改善した割合 （％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 ― 0 50 50 64.7 27.3 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

医療の適正化をしていくため、次期計画においても引き続き、地域の医
師会・薬剤師会と連携し、事業を実施する。

服薬の適正化

抽出基準
・医薬品：薬価基準収載医薬品コード上４桁が同一の医薬品（同一薬効）
・基準：2か月連続で2医療機関以上から処方を受けている医薬品が月あたり7日以上重複している状態
・抽出対象時期：4月から5月に服用している医薬品

平成30年度から令和5年度

H30：委託事業者から重複服薬者へ服薬情報を通知
R1年度から令和2年度：R1年度は府のモデル事業として実施し、令和2年度は地域の医師会長・薬剤師会長の協力を得て、服薬情
報を対象者へ通知
R3年度から薬価コードの変更があり、対象者の選考を府薬剤師会で実施後、地域の医師会長・薬剤師会長の協力を得て、服薬情
報を対象者へ通知。未返信者は、レセプトにて受療状況を確認

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

重複服薬のみ実施（京都府）
平成30年度と平成31年度（府モデル事業）と実施方法の変更があった。
また、令和3年度より薬価コードの変更があり、次期計画で効果等を分析
していく。
＊母数が少ないため、重複服薬改善の割合が高くなる。
送付対象者の重複服薬の改善割合は、評価指標を達成している。

今後の方向性

アウトプット：通知率100％(評価指標)



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

(１０)ジェネリック医薬品差額通知事業

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 ― 100 100 100 100 100 ―

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 57.85 62.01 64.93 66.59 70.0 70.9 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

今後も通知を継続して実施し、更なるジェネリック医薬品の普及を推進
していく。

ジェネリック医薬品の普及率向上

レセプトデータから、ジェネリック医薬品の使用率が低く、ジェネリック医薬品への切り替えによる薬剤費軽減が一定以上の者

平成30年度から令和5年度

R2年度まで、委託事業者から対象者へ毎月、「ジェネリック医薬品差額通知書」を送付
R3年度：市で1回／2ヶ月、「ジェネリック医薬品差額通知書」を送付
R4年度：ジェネリックシール窓口配布

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

評価指標には未達成である。
長期療養者で、先発薬で安定してコントロールできている方は、後発医
薬品への変更が難しい状況である。
R3年度より市で実施すようになり、普及率の算出方法が変わり評価でき
ない。

今後の方向性

アウトプット：通知率100％(評価指標)

アウトカム：ジェネリック医薬品普及率18％向上(評価指標)



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

(１１)健康教育事業

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 88.8 67.5 26.5 ― ― ― ―

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 62.5 75.0 66.9 ― ― ― ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

令和2年度より、インセンティブ事業として、ウォーキングポイント事業
を実施し、今後も継続して実施していく。

被保険者の健康意識の向上

市のイベント開催時において、地域の薬剤師会の協力を得て、簡易血糖検査（HbA1c測定）の結果、測定値が特定健康診査の保健
指導判定値・受診勧奨値を超えた者

平成30年から平成31年度

市のイベント開催時において、地域の薬剤師会の協力を得て、簡易血糖検査（HbA1c測定）を実施。測定の結果、測定値が特定健
康診査の保健指導判定値・受診勧奨値を超えた者は、専門職（保健師、管理栄養士）により保健指導を実施。
平成30年度：3会場
平成31年度：1会場

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

令和2年度より新型コロナウイルス感染症の影響により事業が実施できず
評価できず。

今後の方向性

アウトプット：簡易血糖検査にて保健指導判定値の者の指導及び受診勧奨判定値の者の受診勧奨80％(評価指標)

アウトカム：受診勧奨者の医療機関受診率60％(評価指標)



適宜シート追加の上、実施する保健事業の内容をご記入ください。

(１２)健康教室事業

事業目的

対象者

事業実施年度

実施内容

【アウトプット･アウトカム評価】

（％）

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値 100 100 100 100 100 100 ―

（％）

計画策定時
2016年度(H28)

2018年度
(H30)

2019年度
(H31)

2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

実績値① 48.0 44.5 46.1 44.1 46.2 47.2 ―

実績値② 54.8 49.2 49.8 48.7 50.1 51.5 ―

【ストラクチャー、プロセスによる評価】

・健康意識が高まるよう、健康教室の内容を検討していく。

食習慣や運動習慣を見直し、生活習慣病予防につなげる

特定保健指導対象者及び40歳から74歳の国民健康保険被保険者

平成30年度から令和5年度

【栄養教室】
管理栄養士による生活習慣病予防をテーマに講話（R2年度より試食は中止）
R3年度：実施回数を5回から4回に変更
【運動教室】
R2年度まで運動教室の参加者を固定し、トレーナーによる運動を実践
R3年度から運動教室の内容を参加者のアンケートに基づき変更
　　　　　実施回数を6回から4回へ変更、毎回参加者を募り実施

事業全体の評価

5:目標達成

4:改善している

3:横ばい

2:悪化している

1:評価できない

考察
(成功･未達要因)

・運動教室では、健康意識が高く、リピーターの参加者であった。
R3から内容・参加申し込み方法を変更し、今まで参加されたことがない
方が、参加するようになった。特定健康診査より運動習慣の改善率は約
半数で、評価指標には達成していない。

・特定健康診査の問診票において運動や食生活等の生活習慣を「改善す
るつもりはない」20％代である。

・行動変容にどのようにつなげていくか、課題である。

今後の方向性

アウトプット：通知率100％(評価指標)

アウトカム：特定健康診査の問診票において①「1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2回以上、１年以上実施してい
ますか」・②「日常生活において歩行又は同等の身体活動を1日1時間以上していますか」に「はい」と答える人の割
合60％(評価指標)



 

 

 

（国保年金課） 

 

 

 

 

 

 

 

１．予算概要 

 〇補正予算の内容（１２月補正） 

 （歳出） 

  総務費／総務管理費／一般管理費（システム改修費用）  1,474 千円増 

   

２．制度概要 

 ① 軽減に係る法的根拠 

木津川市国民健康保険税条例 

木津川市国民健康保険税条例施行規則 

 ② 財政支援 

    システム改修費用：国が特別調整交付金により財政支援予定 

（令和６年度） 

    保険税軽減分：公費負担（国 1/2、府 1/4、市 1/4） 

③ 対象者 

    出産する予定の国民健康保険の被保険者又は出産した被保険者がある場

合の世帯の世帯主 

 ④ 軽減対象 

世帯主に対して賦課する国民健康保険税の所得割額及び被保険者 

均等割額 

 ⑤ 軽減する額 

    出産被保険者の出産予定日または出産日が属する月の前月から４か月間

（多胎妊娠の場合には、３か月前から６か月間）の所得割額及び被保険

者均等割額 

 

         

出産被保険者に係る産前産後期間の国民健康保険税の 

軽減措置について（案） 

令和５年７月２０日付け全世代対応型の持続可能な社会保障制度

を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律の一部の施行

に伴う関係政令の整備に関する政令等の公布により、出産した被保険

者等に係る国民健康保険税が軽減されることを受け、令和５年度国民

健康保険特別会計補正予算第２号及び木津川市国民健康保険税条例

の一部の改正を提案するものです。 



 

 

（例）軽減該当月 

 4 月 ５月 ６月 ７月 ８月 

出産予定日 

（出産日） 

９月 11 月 12 月 

単胎の場合    ● ● ● ●  

多胎の場合  ● ● ● ● ● ●  

 

 ⑥ 適用期間 

    令和６年１月１日施行 

ただし、令和５年度分の国民健康保険税のうち、令和６年１月以後の 

期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の保険税に適用 

 ⑦ 申請と必要書類（出産予定日の６ヶ月前から届出可能） 

    （１）産前産後期間に係る保険税軽減届出書 

    （２）母子健康手帳など出産予定日や妊娠の状態が確認できるもの 

    （３）届出者の本人確認書類と国民健康保険証 

     

３．市における対応 

① 市国民健康保険運営協議会での審議・承認 

（木津川市国民健康保険条例施行規則第 2 条） 

   ※上位法の改正のため、報告のみ 

 ② 木津川市国民健康保険税条例改正 

   木津川市国民健康保険税条例施行規則改正 

 ③ 基幹業務支援システム（国民健康保険システム）改修 

   令和６年１月以降契約予定 

 ④ 令和６年１月号広報に制度案内掲載予定 

 ⑤ 軽減に係る繰入金補正予算計上（一般会計・国保会計）３月補正 

 ⑥ 令和６年１月からの保険税更正決定通知書の変更（規則改正） 

  

 

 


